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１．本研究会で議論したい全体像
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 DX時代のスポーツビジネスの拡大においては、視聴方法の多様化等に伴う放映・配信の拡大や、デ
ジタル技術が可能にする新しいサービスの拡大が鍵だが、様々な法的論点が存在。

 例えば、以下のようなマトリックスを埋めていくような形で論点の全体像を整理してみてはどうか。



リーグ＝ OTT事業者の場合、配信への主導権を確保

Source:平田竹男「スポーツビジネス最強の教科書【第二版】；REAL SPORTS；MarkeZine

リーグがOTTを展開すると、リーグが映像への著作権を所有できる。
よって、映像の他番組への売却・試合分析等への転用も可能

従来の収入源に加え、ユーザーデータの取得も可能
OTTの収益モデルは広告・定額・都度課金の3通り。加えて、
自前OTTでは視聴データ取得により将来の収益拡大へ繋がる

映像配信方法の違い

制作

配信

自前のOTT

リーグ＝OTT事業者
（NBA、NFL、MLB、
パ・リーグTV 等）

視聴者
（スマートフォン、PC、タブ

レット、TV 等）

インターネット

インターネット回線

地上波

衛星

TV

TV局

視聴者
（TV）

ケーブル
テレビ

衛星
放送

ケーブル電波塔

リーグ

コンテンツ提供著作権
放映権

著作権
放映権 収益

形態

サービス
例

都度課金型

料金を支払っ
た作品のみ
視聴可能

広告型

広告視聴をす
る代わりに無料
で視聴可能

定額型

サブスクリプショ
ン費用を払うこ
とで視聴可能

ユーザーデータを獲得
獲得したデータを元にしたマーケティングが可能

自前のOTTによる収益モデル

収益
形態

サービス
例

広告型

広告視聴をす
る代わりに無料
で視聴可能

定額型

サブスクリプショ
ン費用を払うこ
とで視聴可能

 海外では自前のOTT（Over The Top：コンテンツ配信サービス）を持つことで、リーグ自
身が配信への主権を持つ流れが生じている
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①放映・配信 第1回研究会資料から再掲

DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

https://real-sports.jp/page/articles/537464017841554369
https://markezine.jp/article/detail/37049
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②スポーツベット
 イギリスでは古くから実施されてきたスポーツベッティングだが、DXとボーダーレス経済の加速や違法市場

排除と税収増などの意図も加わり、欧州各国・米国・カナダで解禁や民間開放が進んだ。

 試合中に賭けるウオッチ＆ベットの人気に伴い、視聴者や視聴時間が拡大し放映権料が急上昇するの
みならず、データ・コンテンツが更に価値を増し、スポーツ産業の成長エンジンに。

 米国では解禁後約2年間でベッティングによる税収が200億円以上に。今後も税収増の見込み。
＜GDP上位10カ国＋韓国のスポーツ・ベッティングへの民間参入の合法化状況＞

1.オンライン上のスポーツベッティングが解禁されたのは2005年 2.2012年以前は州ごとに判断が行われていたが、2012年に全体かつオンライン上が合法化された
3.競馬協会から競馬保護の文言を織り込むよう指摘され、修正を行っている。 4.違法スポーツベッティングが巨大な市場を形成しており、
2018年にインド法制委員会より合法化の意見書が挙がっている
Source：Legal Sports Betting；DATA BRIDGE；IBIS World；インド新聞；IRG；小林先生ご提供資料

＜ベッティングとデータ取引を通じたスポーツ産業の資金の流れ＞

（出所）第6回研究会ミクシイ木村様発表資料から抜粋して経済産業省で編集

トップスポーツ
（クラブ・リーグ）

データ
プロバイダ ベット事業者

ベット対象の
球団やリーグ

クラブやリーグから
公式データを
購入・加工・販売

ベッティングサービス
の運営

より高付加価値な公式データ提供

Winｰwinな公式スポンサー契約等

DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

第1回研究会資料から再掲

https://www.legalsportsbetting.com/countries/
https://www.databridgemarketresearch.com/reports/global-sports-betting-market
https://www.ibisworld.com/global/market-research-reports/global-sports-betting-lotteries-industry/
https://www.india-economy.com/3000032169/
https://www.jirg.org/
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②スポーツベット
DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

 スポーツベッティングではデータプロバイダが競技団体・ベッティング事業者双方と提携し、競技団体から試
合データ・映像を取得し、ベッティング事業者に提供。

 さらに、データプロバイダ企業がベッティング事業者からベッティングデータを取得し、テクノロジーを活用して
八百長などの不正を監視し未然に防止するサービスを提供している。

スポーツベッティングのデータ取得及び不正防止に携わる民間企業 不正防止の仕組み
どの企業も仕組みは概ね同じで、ベッティングデータを監視
して八百長などの不自然な動きを検出している

• そのために、競技団体・ベッティング事業者双方と
提携し、データの提供を得ている

本社
所在地 アメリカスイス イギリス

NBA, MLB等 PGA Tour, BWF, 
Seria A等

提携
競技団体例

LaLiga, LFP, 
The Wimbledon 

Championships 等

不正防止
ビジネスの
仕組み

競技団体・ベッティング事業者双方と提携し、データを活用

競技団体 ベッティング
事業者

試合データ
・映像

ベッティング
データ

不正防止
サービス

企業
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③ファンタジースポーツ
DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

（参考）米国版ファンタジースポーツの流れ

 ファンタジースポーツとは、好きな選手を集めて自分のチームを作り、実際の成績結果をもとに他チームと対戦し、
対戦結果をもとに現金の損得が生じる予想ゲーム。

 米国版では、上位者には参加者の入場料（参加料）を原資とする賞金が分配されるが、日本版では賭博罪
を構成するとの懸念から、参加料が無料の設計又は有料でもスポンサーから賞金・賞品が付与される設計になっ
ている。
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DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

 NFTとは、「偽造不可な鑑定書・所有証明書付きのデジタルデータ」のことで、ブロックチェーンの技術を
用いて発展。

 従来、容易にコピー・改ざんができるため、資産価値を持ち難かったデジタルデータに、現物の宝石や
絵画等と同様に資産価値を持たせることが可能に。

④NFT

概要
NBAがDapper Labs*と組んで提供するデジタ
ルカード（2020.10サービス開始）
マイケル・ジョーダンやケビン・デュラントらから3
億500万ドルの資金調達をしたことでも話題に
なった
*Dapper Labs：CryptoKittiesなどのブロックチェーンゲームを
手掛けるバンクーバーのスタートアップ企業

取引額の配分
• NBAとNBPA、Dapper Labsはそれぞれラ

イセンス契約を結んでおり、ライセンス料は
NBAとNBPAにそれぞれに還元される

• 現時点では選手への収益の分配は
NBPAによって行われており、選手への直
接的なライセンス料の支払いは行われて
いない

– 選手ではなく、選手会全体で売買手数料
を受け取っている

利用方法
• ユーザーは、選手の10~20秒程度のハイライト動画のNFT 「Moment」が複数入っ

たパッケージを購入(内容により価格帯が異なり、中身はあけるまでわからない)した
後、同サービスが提供するマーケットプレイス上で自由に売買する

Source: NBA Top Shot | Officially Licensed Digital Collectibles; NBA TopShot | DappRadar

取引規模
• ローンチしてからの5か月間での取引額は約2億3000万ドルで、うち95%が再販

– 新規のパッケージは発売と同時に売り切れるため、マーケットプレイスでの取
引が主流になっている

• 収集家だけでなく投資家からも注目されており、2021年
7月時点での1か月間取引額は30億円に上る

高額取引されたMoment
• レブロン・ジェームズのダンクシュート ：23万ドル
• ジャ・モラントのポスタライズ ：10万ドル
• ザイオン・ウィリアムソンのブロックショット ：10万ドル

（参考）NBA TOP SHOT 詳細

https://nbatopshot.com/
https://dappradar.com/flow/collectibles/nba-topshot
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DX時代のスポーツビジネスオポチュニティ

 ファントークンとは、クラブ等が発行するブロックチェーン技術を用いたトークン。ファントークンの保有者にはクラブ運営
に関与する権利やVIPシート利用等の権利が付与される。

 海外ではビットコインやその他暗号資産と同様に、デジタル資産と見なされ、サービス提供者のプラットフォームや暗
号資産取引所で取引される。

 今年8月には、サッカー・アルゼンチン代表のFWリオネル・メッシが、パリ・サンジェルマン（PSG）への移籍にあたり、
契約金の一部をSocios.comが提供するファントークンで受け取ったことが話題に。

④ファントークン

（参考）Socios.com

Source: https://www.chiliz.com/jp/

概要
• Socios.com（ソシオスドットコム）は、

Chilizが開発するスポーツ・ファンエンゲー
ジメント・プラットフォーム。

• Chilizのブロックチェーンインフラ上で構築さ
れており、$CHZを唯一のプラットフォーム基
軸通貨とする。

• パリ・サンジェルマン、ユベントス等の大勢の
クラブチームが「Fan Token Offering」を
通じてファントークンを発行。

取引
• ファントークンは、チリーズが運営しているプ

ラットフォーム「chiliz EXCHANGE」のほか、
Bitcoin.com Exchange等の海外の暗
号資産取引所で売買することが可能。
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スタッツデータの種類

○野球

○サッカー

○バスケ

①目視できるもの

配球、出塁数
奪三振数など

シュート本数、
タッチ回数など

リバウンド、
パス回数など

②目視できないもの

○野球

○サッカー

○バスケ

球速、投球回転数、
守備率など

１試合当たりの走行
距離、ボール支配率など

１試合当たりの総プレイ
時間、貢献度など

 「スタッツデータ」と言っても、その種類は多岐にわたり、目視できるものから、目視できない（機器を使
用しないと計測不可）もの、公開されているものとそうでないものと、その種類は多岐にわたる。

 公式スタッツデータに関しては、各リーグ等で公開されており、内容は、日程、試合時間、得点、勝率、
選手データ等。

 その他、選手強化用に用いられているものとしてフィジカルコンディション（心拍数、血中酸素濃度
etc）、詳細なプレイデータ（ボール回転数、スイングの軌道、動き（GPS） etc）等がある。

活用先

→試合結果、競技結果

（例）

→機器を使用して計測するプレイ
データやフィジカルコンディション

（例）

○強化・・・①②両方

○ファン向け・・・①②両方

○法人利用
・ゲーム、メディア・・・①
・ベッティング・・・①②両方

10
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（※1）NPB公式スタッツデータ

（※1）

（参考）スタッツデータ例（公式データ）
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（※2）Ｊ.LEAGUE公式スタッツデータ

（※2）
（参考）スタッツデータ例（公式データ）
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（※3）B.LEAGUE(Bリーグ)公式スタッツデータ

（※3）

（参考）スタッツデータ例（公式データ）
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（参考）スタッツデータの活用例（メディア）

（出典）Sports navi



15https://sporteria.jp/data/search_game_images

（参考）スタッツデータの活用例
（アナリティクスサービス）
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（出典）「なんでもドラフト」サービスイメージ

（参考）スタッツデータの活用例（ファンタジースポーツ）



（参考）スタッツデータの活用例（海外スポーツベッティング）

1. NBAのようにあくまで収集は自分達でやるパターンも存在
Source: 委託調査事業で実施したエキスパートインタビュー
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公式データの典型的な関係者と商流

• ベッティング用データやオッズを
購入する

• その際、オフィシャルプロバイダ
だけではなく、複数のルートから
購入してその精度・網羅性を
上げることもある

データの流れ
アクセス
対価

競技団体

• ベッティング以外の目的で
データを購入する団体もある
（例：チームの強化目的）

データフィード

対価

アクセス権1

オフィシャル
データ

プロバイダ
(例 Perform)

対価

メディア用データ

用途に合わせて
加工したデータ

• データプロバイダにアクセス権を
与える

• 代わりに、対価とメディア用に
加工したデータを取得する

• 対価を払ってアクセス権を獲得
またはデータフィード提供を受ける

• 競技団体向けには、メディア用に
加工したデータを返送する

• ベッティング企業等には、ベッティ
ング用に加工したデータやオッズ
を提供する

メディア
企業/
代理店

対価

リパッケージされた
メディア用データ

その他の
顧客

対価
他のデータ
プロバイダ

ベッティング用データ・
オッズ

対価

ベッティング・
企業/

オペレーター

ベッティング用データ・
オッズ

• 他のデータプロバイダが再販目
的でデータフィードを購入
することもある



前回の議論よりスタッツデータに関するポイント ①権利上の課題
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 スポーツに関するデータや映像、画像等を使用してビジネスを行う場合、著作権や放映権な
ど、関係することが想定される権利等は複数存在。

 しかし、その保護の対象や帰属先が不明確である場合が多く、そのことがビジネスとしての成
長や、本来そこにあるべき資金循環を妨げている可能性。

 パブリシティ権・肖像権について 【根拠法令なし】

 アメリカでは、公開された選手の成績データはパブリックドメインに帰属していることから、表現の自由がパブリ
シティ権に優先するため、商業利用をしたとしても対価を支払う必要がないと判断された判例（※３）がある。

（※３）
CBC判決 「ファンタジー・ゲーム事件」
（第一審：C. B. C.Distribution and Marketing, Inc. v. Major League Baseball Advanced Media, L.P., 443 F. Supp. 2d1077(E.D. Mo. 2006)，控訴審：505 F. 3d 818 (8th 
Cir.2007)）
（ resource：https://system.jpaa.or.jp/patents_files_old/201404/jpaapatent201404_055-065.pdf)

 限定提供データについて 【根拠法令：不正競争防止法】

 限定提供データに当たる可能性はあるが、限定提供データにあたるとしても19条1項8号ロの適用除外（※
４）にあたる可能性も考えられる。

（※４）
不正競争防止法 第四章 雑則
（適用除外等）

第十九条 第三条から第十五条まで、第二十一条（第二項第七号に係る部分を除く。）及び第二十二条の規定は、次の各号に掲げる不正競争の区分に応じて当該
各号に定める行為については、適用しない。
ロ その相当量蓄積されている情報が無償で公衆に利用可能となっている情報と同一の限定提供データを取得し、又はその取得した限定提供データを使用し、若しくは開
示する行為

https://system.jpaa.or.jp/patents_files_old/201404/jpaapatent201404_055-065.pdf


前回の議論よりスタッツデータに関するポイント ②スタッツデータを活用したビジネス

 スタッツデータビジネス全般について

 スタッツデータの所有者が誰であるか不明確。
 球場で観戦する観客が、球場から配信を行ったり、データの入力を行ったりした場合、それをどのように整理す

るのか。
 データビジネスの拡大を通じ、選手の人件費等、チームの経費に資金を回せるとありがたい。現状勝手に賭け
の対象にされている部分をきちんと権利化し、ビジネスにつなげたい。

 ハンドボール協会では、登録者の健康データを含めたデータベースの作成を計画。健康な人のデータを継続
的に収集できることは、中央競技団体の強みと認識。
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 スタッツデータについては、その帰属先が不明確であることに加え、第三者が競技場等において勝手に
スタッツデータを取得し、使用して利益を得ている者がいても、対抗する手段がないことが課題。

 海外のベッティング事業者は勝手に日本のデータを取得して賭けの対象にしており、そうしたベッティ
ング事業者による収益がほとんど日本に還元されていないことも課題。



 日本と海外の比較

 日本ではファンタジースポーツはまだ盛り上がっておらず、ベッティングも賭博罪として刑法上違法となるた
め、メディアに対する商流以外のデータに関する商流が生まれていない。他方、海外のベッティング事業者
は日本のデータを取得して日本のスポーツを賭けの対象にしており、そうしたベッティング事業者による収益が
ほとんど日本に還元されていない点には大きな課題感を感じる。

 日本のデータプロバイダーが、海外のプロバイダーとどう共存していくかが難しい。すでに海外のデータプロバイ
ダーが日本国内で開催されている競技においてのベッティングデータを取得しているため、海外のベッティングオ
ペレーターはデータ購入に困っておらず、仮に日本でもベッティングが合法化され、日本のデータ会社がベッティ
ングデータを作成したとしても、現在国外で発生している市場を日本国産企業がとりにいくのにはハードルがあ
る。
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前回の議論よりスタッツデータに関するポイント ②スタッツデータを活用したビジネス



スタッツデータの保護の在り方について

 スタッツデータの活用の幅が広がり、その価値が世界的に増している中、その帰属先を明
確に定義し、他者による無断での取得や使用を防ぐ法律が存在しないのが実態。

 競技団体によっては、独占契約やチケット規約において、スタッツデータの取得や配布を
禁じていることもあるが、その契約に反したからといって、差止請求をすることは困難。

 仮にスタッツデータが限定提供データや著作物に該当すると判断できれば、不正競争防
止法や著作権法によってスタッツデータを保護できる可能性も。

21



（ケーススタディ）
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契約をしていないプロバイダBが、会場で
試合を見ながら、プレーから約2秒後に
顧客である海外ベッティング事業者に提
供しているスタッツデータβ

リーグとライセンス契約をしているプロバイダAが、
会場で試合を見ながら、プレーから約2秒後に顧客
である海外ベッティング事業者に提供している
スタッツデータα

＜論点＞

① スタッツデータβの取得行為を排除できるか。

② ライセンス契約を結んでデータプロバイダが海外ベッティ
ング事業者にデータを提供する際、賭博罪に抵触しな
いためにどのような措置をすべきか。

 海外ベッティング市場では、プレーから数秒後のデータを元にスタッツが生成されているため、
公式データよりも早くデータを取得することが必要。

 そこで、データを取得する事業者がリーグ側とライセンス契約を結び、会場で直接取得。
 一方、契約をしていない者が無断でデータを取得している行為が発覚

プロリーグ データプロバイダA

データプロバイダB

ライセンス契約

スタッツデータα

スタッツデータβ

リーグ等が無償で【イベント発生から10秒後】に公開している公開データ



（参考）不正競争防止法、著作権法で定められる差止請求権

 不正競争防止法

第二章 差止請求、損害賠償等
（差止請求権）

第三条 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、その営業上の利益を侵害する者又
は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。

２ 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、前項の規定による請求をするに際し、侵
害の行為を組成した物（侵害の行為により生じた物を含む。第五条第一項において同じ。）の廃棄、侵害の行為に供した設備
の除却その他の侵害の停止又は予防に必要な行為を請求することができる。

 著作権法

第七章 権利侵害
（差止請求権）

第百十二条 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、その著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格
権又は著作隣接権を侵害する者又は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。

２ 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、前項の規定による請求をするに際し、侵害の行為を組成した
物、侵害の行為によつて作成された物又は専ら侵害の行為に供された機械若しくは器具の廃棄その他の侵害の停止又は予
防に必要な措置を請求することができる。
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 不正競争防止法および著作権法に関しては、その条文の中で差止請求権が定義されており、権利が侵害された
場合や、侵害のおそれがある場合には、その侵害の停止または予防を請求することができる。



（参考）限定提供データとは ー限定提供データの定義ー
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 限定提供データの定義

 以下①～⑤を満たすことが定義となる。
① 業として特定の者に提供する情報であること（限定提供性）
② 電磁的方法により相当量蓄積されていること（相当蓄積性）
③ 電磁的方法により管理されていること（電磁的管理性）
④ 技術上または営業上の情報であること
⑤ 秘密管理性がないこと

（ resource：https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf）

法令 不正競争防止法

不正競争防止法 第一章 総則
（定義） 第二条

７ この法律において「限定提供データ」とは、業として特定の者に提供する情報として電磁的方法（電子的方法、磁気的方法
その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。次項において同じ。）により相当量蓄積され、及び管理されて
いる技術上又は営業上の情報（秘密として管理されているものを除く。）をいう。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf


（参考）限定提供データとは ー限定提供データに係る不正競争ー
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 限定提供データに係る不正競争

（ resource：https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf）

法令 不正競争防止法

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf


（参考）限定提供データとは ー限定提供データに係る不正競争ー
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 限定提供データに係る不正競争

不正競争防止法 第一章 総則
（定義）

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。

十一 窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により限定提供データを取得する行為（以下「限定提供データ不正取得行為」と
いう。）又は限定提供データ不正取得行為により取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為

十二 その限定提供データについて限定提供データ不正取得行為が介在したことを知って限定提供データを取得し、又はその
取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為

十三 その取得した後にその限定提供データについて限定提供データ不正取得行為が介在したことを知ってその取得した限
定提供データを開示する行為

十四 限定提供データを保有する事業者（以下「限定提供データ保有者」という。）からその限定提供データを示された場合に
おいて、不正の利益を得る目的で、又はその限定提供データ保有者に損害を加える目的で、その限定提供データを使用する
行為（その限定提供データの管理に係る任務に違反して行うものに限る。）又は開示する行為

十五 その限定提供データについて限定提供データ不正開示行為（前号に規定する場合において同号に規定する目的でその
限定提供データを開示する行為をいう。以下同じ。）であること若しくはその限定提供データについて限定提供データ不正開示
行為が介在したことを知って限定提供データを取得し、又はその取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為

十六 その取得した後にその限定提供データについて限定提供データ不正開示行為があったこと又はその限定提供データに
ついて限定提供データ不正開示行為が介在したことを知ってその取得した限定提供データを開示する行為

法令 不正競争防止法



（参考）限定提供データとは ー適用除外についてー
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 適用除外について

不正競争防止法 第四章 雑則
（適用除外等）

第十九条 第三条から第十五条まで、第二十一条（第二項第七号に係る部分を除く。）及び第二十二条の規定は、次の各号に
掲げる不正競争の区分に応じて当該各号に定める行為については、適用しない。

八 第二条第一項第十一号から第十六号までに掲げる不正競争 次のいずれかに掲げる行為

ロ その相当量蓄積されている情報が無償で公衆に利用可能となっている情報と同一の限定提供データを取得し、又はその
取得した限定提供データを使用し、若しくは開示する行為

 “同一”の定義について

 「同一」とは、そのデータが「オープンなデータ」と実質的に同一であることを意味する。
 例えば、以下の場合は原則として「同一」と考えられる。

 統計データの全部について、何ら加工することなく、そのまま提供している場合。
 統計データの一部又は全部を単純かつ機械的に並び替え（例えば、年次 順に並んでいるデータを昇順に並び替える

など）、あるいは、統計データの一部を単純かつ機械的に切り出し（例えば、平成22年以降のデータのみを抽出する
など）提供している場合。

 統計データと政府がホームページで提供する他のオープンなデータを 単純かつ機械的に組み合わせて（例えば、平成
29年のＧＤＰ成長率と平成30年のＧＤＰ成長率のデータを時系列で繋げるなど）提供している場合。

（ resource：https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf）

法令 不正競争防止法

 無償で公衆に利用可能となっている情報と同一の情報については、不正競争防止法の適用除外となる。
“同一”の定義については議論が必要。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf


（参考）著作権の対象について
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 著作物とは、「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」
（著作２条Ⅰ①）のことを指す。

 試合を撮影した動画、写真などは著作物であり、著作権は基本的に制作者にある。

 一方、プレイそのものが著作物であるかは議論のある点だが、著作物でないと完全には言い切れないのではないか。

 特に、ボールのコントロールに関わるデータ（球速、回転数、軌道、他）などは、選手がその時々複数の選択肢の
中から意図的に選んだコントロールの結果であるので、そこには創作の意図が存在すると考えられ、著作物であると
判断できる可能性がある。

 また、プレイは勝利を目的に実施されているため、そこに創作の意図はないのではないかという議論もあるが、例えば
漫画コンテストの応募作品などは勝利を目的に製作された場合であっても著作物と見なされていることを考えれば、
勝利を目的としているという点のみにおいて、著作物にはあたらないという判断をすることは難しいのではないか。

 仮にプレイそのものを著作物であると判断できた場合、著作物の一部であるデータを他者が無断で使用することは、
著作権侵害による違法性があると判断できる可能性があるか。

法令 著作権法

著作権法 第一章 総則
第一節 通則
（定義） 第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 著作物 思想又は感情を創作的に表現したものであつて、文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するものをいう。



（参考）東京オリンピックのチケット規約（抜粋）
第３ 観覧（会場内ルール）
第３３条（撮影）

3．チケット保有者は、会場内において、写真、動画を撮影し、音声を録音することができます。また、チケット 保
有者は、IOC が、これらのコンテンツに係る知的財産権（著作権法第27条および第28条の権利を含みます。）に

ついて、チケット保有者もしくはその代理人に対する金銭の支払や、これらの者から別途許諾を要することなく、
単独で権利を保有することに同意し、さらにチケット保有者は、これらのコンテンツについて保有する一切の権
利（著作権法第27条および第28条の権利を含みます。）を IOC に移転するとともに、その著作者人格権を行使
しないことに同意します。
4． IOCは、前項を前提としたうえで、チケット保有者が会場内で撮影・録音したコンテンツを個人的、私的、非営

利的かつ非宣伝目的のために利用することができる制限的かつ取消可能な権利を、チケット保有者に対して
許諾します。ただし、チケット保有者は、会場内で撮影または録音された動画および音声については、 IOC の
事前の許可なく、テレビ、ラジオ、インターネット（ソーシャルメディアやライブストリーミングなどを含みます。）そ
の他の電子的なメディア（既に存在するものに限らず将来新たな技術により開発されるものを含みます。）にお
いて配信、配布（その他第三者への提供行為を含みます。）することはできません。

6．チケット保有者は、宣伝や賭け事の目的で、会場内において行なわれるイベントに関するスコア、統計デー
タその他の情報を収集、配布、送信、発行してはなりません。

（ resource：
https://ticket.tokyo2020.org/File/ToKyo2020/Olympic/Production/GP/GPNotice/20210709/20210326_%E6%9D%B1%E4%BA%AC2020%E3%83%8
1%E3%82%B1%E3%83%83%E3%83%88%E8%B3%BC%E5%85%A5%E3%83%BB%E5%88%A9%E7%94%A8%E8%A6%8F%E7%B4%84%E3%
81%AE%E6%94%B9%E8%A8%82.pdf）
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https://ticket.tokyo2020.org/File/ToKyo2020/Olympic/Production/GP/GPNotice/20210709/20210326_%E6%9D%B1%E4%BA%AC2020%E3%83%81%E3%82%B1%E3%83%83%E3%83%88%E8%B3%BC%E5%85%A5%E3%83%BB%E5%88%A9%E7%94%A8%E8%A6%8F%E7%B4%84%E3%81%AE%E6%94%B9%E8%A8%82.pdf


１．本研究会で議論したい全体像

２．スタッツデータの保護の在り方について

３．前回議論の振り返り
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前回の議論のポイント ①スポーツビジネスにおける権利上の課題について ー著作権ー

 著作権について 【根拠法令：著作権法】

 著作権の対象となる著作物の定義が曖昧である。文化庁の著作権法の逐条解説には、棋譜は将棋をする
２人の共同した著作物であるという記載がある（※１）が、それであれば例えば球のコントロールなどは投手
のクリエイティブな作品であると判断でき、スポーツの試合の一部も著作物にあたるという考えもあり得るので
はないか。

 フィギアスケートなどの美しさを競うスポーツは、スポーツであると同時にアートでもあり、著作隣接権の対象であ
る実演にあたるという議論（※２）もある。
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 スポーツに関するデータや映像、画像等を使用してビジネスを行う場合、著作権や放映権など、関係することが想定
される権利等は複数存在。

 しかし、その保護の対象や帰属先が不明確である場合が多く、そのことがビジネスとしての成長や、本来そこにあるべ
き資金循環を妨げている可能性。

（※１）
加戸守行氏が、著書『著作権法逐条講義 ６訂新版』（著作権情報センター２０１３年ｐ１２０）において示した見解。
著作権法第十条において、著作物おおむねどのようなものであるかという例示がなされているが、例示されたもののみに限られているわけではなく、加戸守行氏は『棋譜も私の理解
では対局者の共同著作物と解されます』との見解を示した。
（ resource：https://www.mc-law.jp/kigyohomu/25984/）

（※２）
町田樹氏が、『著作権法によるアーティスティック・ス ポーツの保護の可能性 : 振付を対象とした 著作物性の画定をめぐる判断基準の検討』（〈日本知財学会誌〉Vol. 16 No. 
1― 2019 : 73-96）の中で示した見解。
『通常，振付師と呼ばれる者がそれぞれの競技規則に基づいて選手の演技を構成するため，振付の著作権は演技を実施する選手ではなく，創作者である振付師に帰属するこ
とになるだろう．その一方で振付を演ずることになる選手は，演技行為が著作権法上の「実演」に該当する場合，「実演家」として著作隣接権（実演家の権利）の主体とな
り得る．』としている。
（ resource：https://www.ipaj.org/bulletin/pdfs/JIPAJ16-1PDF/16-1_p73-96.pdf）

https://www.mc-law.jp/kigyohomu/25984/
https://www.ipaj.org/bulletin/pdfs/JIPAJ16-1PDF/16-1_p73-96.pdf


前回の議論のポイント ①スポーツビジネスにおける権利上の課題について ー著作権ー
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著作権法 第二章 著作者の権利
第一節 著作物
（著作物の例示）

第十条 この法律にいう著作物を例示すると、おおむね次のとおりである。
一 小説、脚本、論文、講演その他の言語の著作物
二 音楽の著作物
三 舞踊又は無言劇の著作物
四 絵画、版画、彫刻その他の美術の著作物
五 建築の著作物
六 地図又は学術的な性質を有する図面、図表、模型その他の図形の著作物
七 映画の著作物
八 写真の著作物
九 プログラムの著作物

２ 事実の伝達にすぎない雑報及び時事の報道は、前項第一号に掲げる著作物に該当しない。

３ 第一項第九号に掲げる著作物に対するこの法律による保護は、その著作物を作成するために用いるプログラム言語、規約
及び解法に及ばない。この場合において、これらの用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

一 プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びその体系をいう。
二 規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別の約束をいう。
三 解法 プログラムにおける電子計算機に対する指令の組合せの方法をいう。
（二次的著作物）

第十一条 二次的著作物に対するこの法律による保護は、その原著作物の著作者の権利に影響を及ぼさない。
（編集著作物）

第十二条 編集物（データベースに該当するものを除く。以下同じ。）でその素材の選択又は配列によつて創作性を有するもの
は、著作物として保護する。
２ 前項の規定は、同項の編集物の部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を及ぼさない。

（データベースの著作物）
第十二条の二 データベースでその情報の選択又は体系的な構成によつて創作性を有するものは、著作物として保護する。
２ 前項の規定は、同項のデータベースの部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を及ぼさない。



前回の議論のポイント ①スポーツビジネスにおける権利上の課題について
ーパブリシティ権・肖像権ー

 パブリシティ権・肖像権について 【根拠法令なし】

 アメリカでは、選手の成績データなどの公開データはパブリックドメインに帰属している（著作権による保護
を受けない）ことから、表現の自由との関係で、商業利用をしたとしてもパブリシティ権の侵害にはあたらない
と判断された事例（※３）がある。

 アメリカでは、選手活動以外の領域における選手の肖像権ビジネスが大きな市場を形成している。日本の企
業には、選手の肖像やパブリシティ権を使ってどのようなビジネスができるか、企業にどんなメリットが生まれる
か、どのような形で収益拡大と企業価値向上に繋げるかという点の認識やアイディアが乏しく、この点も課題で
ある。

 選手等への肖像権分配についての統一ルールは、ゲームなど既存市場ができあがっている部分では明確になっ
ているが、新しい市場を作るとなれば、0から統一ルールを作る必要がある。

 日本のプロ野球の場合、選手肖像権は所属球団に帰属するので、詳細についての全体統一ルールがないの
が問題。

 最高裁判決（※４）では氏名、肖像等がパブリシティ権の対象とされているが、「等」に何が含まれるのか不
明確。
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前回の議論のポイント ①スポーツビジネスにおける権利上の課題について
ーパブリシティ権・肖像権ー
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（※３）
CBC判決 「ファンタジー・ゲーム事件」
（第一審：C. B. C.Distribution and Marketing, Inc. v. Major League Baseball Advanced Media, L.P., 443 F. Supp. 2d1077(E.D. Mo. 2006)，控訴審：505 F. 3d 818 (8th Cir.2007)）
（ resource：https://system.jpaa.or.jp/patents_files_old/201404/jpaapatent201404_055-065.pdf)

（※４）
「ピンク・レディー事件」における最高裁判決。（最高裁判所 平成24年2月2日判決）

＜最高裁による、パブリシティ権の定義＞
『人の氏名，肖像等（以下，併せて「肖像等」という。）は，個人の人格の象徴であるから，当該個人は，人格権に由来するものとして，これをみだりに利用されない権利を有すると解
される（略）。そして，肖像等は，商品の販売等を促進する顧客吸引力を有する場合があり，このような顧客吸引力を排他的に利用する権利（以下「パブリシティ権」という。）は，
肖像等それ自体の商業的価 値に基づくものであるから，上記の人格権に由来する権利の一内容を構成するもの ということができる。 』

＜最高裁による、パブリシティ権を侵害する行為の例示＞
『①肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用し、②商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付し、③肖像等を商品等の広告として使用するなど、専ら肖像
等の有する顧客吸引力の利用を目的とするといえる場合』
（ resource：https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/957/081957_hanrei.pdf）

https://system.jpaa.or.jp/patents_files_old/201404/jpaapatent201404_055-065.pdf
https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/957/081957_hanrei.pdf


前回の議論のポイント ①スポーツビジネスにおける権利上の課題について
ー放映権・限定提供データー

 放映権について 【根拠法令なし】

 アメリカでは、スポーツベッティングの合法化を背景に放映権の価値が更に高まっている。放映
権がリーグで一括販売されると反トラスト法（日本でいう独占禁止法）違反の問題が生じ得る
が、アメリカでは法律により、リーグの一括販売について反トラスト法の適用が除外されることで手
当てがされてる。

 日本では放映権は施設管理者に由来するという見解が通説ではあるが、法令・判例は不存在。
アメリカと同様に、リーグでの一括販売なされると、独占禁止法の問題も生じ得る。

 マイナーリーグの場合、人材不足や資金不足により、放送やチケッティングを外部の放送局やチ
ケッティング会社に委託せざるを得ない状況がある。放送局やチケッティング会社は、人材を派遣
する代わりにその権利を所有するという場合が多く、結局、制作著作権などがリーグから分離し
て、第三者の手にまわってしまう。デジタルなどのソリューションを通じ、放送やチケッティングもリー
グで一括して行えるようになることが重要であると考える。

 限定提供データについて 【根拠法令：不正競争防止法】

 スタッツデータが限定提供データに当たる可能性はあるが、限定提供データにあたるとしても19
条1項8号ロの適用除外にあたる可能性も考えられる。
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前回の議論のポイント ②スタッツデータを活用したビジネスについて

 スタッツデータビジネス全般について

 スタッツデータの所有者が誰であるか不明確。
 球場で観戦する観客が、球場から配信を行ったり、データの入力を行ったりした場合、それをどのように整理す

るのか。
 データビジネスの拡大を通じ、選手の人件費等、チームの経費に資金を回せるとありがたい。現状勝手に賭け
の対象にされている部分をきちんと権利化し、ビジネスにつなげたい。

 ハンドボール協会では、登録者の健康データを含めたデータベースの作成を計画。健康な人のデータを継続
的に収集できることは、中央競技団体の強みと認識。
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前回の議論のポイント ②スタッツデータを活用したビジネスについて
 日本と海外の比較

 日本ではファンタジースポーツはまだ盛り上がっておらず、ベッティングも賭博罪として刑法上違法となるた
め、メディアに対する商流以外のデータに関する商流が生まれていない。他方、海外のベッティング事業者
は日本のデータを取得して日本のスポーツを賭けの対象にしており、そうしたベッティング事業者による収益が
ほとんど日本に還元されていない点には大きな課題感を感じる。

 日本のデータプロバイダーが、海外のプロバイダーとどう共存していくかが難しい。すでに海外のデータプロバイ
ダーが日本国内で開催されている競技においてのベッティングデータを取得しているため、海外のベッティングオ
ペレーターはデータ購入に困っておらず、仮に日本でもベッティングが合法化され、日本のデータ会社がベッティ
ングデータを作成したとしても、現在国外で発生している市場を日本国産企業がとりにいくのにはハードルがあ
る。
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前回の議論のポイント ③その他

 会計処理について

 新しいビジネスを始める際には、（１）会計処理、（２）管理をどうするかという問題が生じることが多い。
スポーツコンテンツには次の4つの特徴があり、それにより会計処理が難しくなっている。
①一次販売、二次販売、派生販売、、とマルチユースに使える ②長期にわたって販売が可能
③デジタル化が容易 ④無形資産

 スポーツコンテンツやデータビジネスに関しては、「研究開発費等に関する会計基準」等の基準が存在する場
合もあるが、明確な会計基準が存在しないこともある。そして、各々のビジネスの特殊性や個別具体性から、
どの会計基準に該当するのか（しないのか）の判断が難しいことが多い。明確な会計基準が存在しない
場合では、会計上資産計上できるかの判断は将来の収益獲得と費用削減というポイントが大事になって
くる。仮に資産計上できない場合、有形固定資産（機械や器具備品等）と違い現物管理ができないので、
その簿外のコンテンツやデータの管理には注意が必要である。また、ＢＳに資産としてコンテンツ等の無形
資産が計上されていれば、全社的にこの資産をどう積極活用していこうかという視点になりやすいと思う。

 ベッティングについて

 賭博罪の適用範囲を明確にする必要がある。

 テコンドーやフェンシングのような個人競技をベッティングの対象とする場合、八百長の防止が難しいというか、
勝敗などに関係している人（選手・審判など）が少ないため、買収のハードルが低いと言われている。
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前回の議論のポイント ③その他

 その他

 資金決済法や金融商取引法は、NFTなどデジタルな領域がカバーされておらず、抜け穴が多い。

 単に配信をしたり映像を出したりしているだけでは、収益につながらない。コンテンツ化することが必要。
国際バスケットボール連盟の３X3は、役員の6割を民間人で揃え、どうしたら儲かるリーグになるのかということ
を起点に、収益性を追求した仕組み作りをした。
特にアーバンスポーツやマイナースポーツは、新しい取り組みを積極的に出来るのでは。

 中央競技団体運営者の中には、競技をビジネス化するという点に抵抗感のある方もいる。
 リーグスポーツは、「選手」「クラブ/球団」「競技団体・リーグ」の三者のトライアングルの相互連関により成り

立つ。三者によって試合などのコンテンツが作成され、そのコンテンツの価値を最大化することで、ファンやスポン
サー、放送局などからお金が入ってくる仕組み。入ってきたお金は、三者のうち誰かにだけ極端に配分されると
いうことなく、常にトライアングルのバランスを意識した分配が成されることが重要である。

 権利はただ持っているというだけでそれそのものが価値になるのではない。権利を活用して成長につなげ、成
長から得られた価値を分配することが重要。さらに、権利の活用を進める上では、既存の仕組みや規制が
障害となっていることもあるので、権利の先にある成長・分配を見通した上で、そこに至るまでの障害を取り
除くための規制緩和や改革を提言できるとよい。
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